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Ⅰ．調査結果の概要

Ⅰ－１．建設業者全体（専業＋兼業）について

１．業者数 （結果表第１表参照。以下同じ。）

（単位：数，％）

 業　者　数 　前年度比　   構成比  

３２９，５３２　 ▲　３．７　 １００．０　

９，２５４　 ▲　０．１　 ２．８　

３２０，２７８　 ▲　３．８　 ９７．２　

　　個　 　人　　 ３６，６８７　 ▲　８．４　 １１．１　

　　法 　　人　　 ２８３，５９１　 ▲　３．２　 ８６．１　

２．完成工事高，元請完成工事高

（１）完成工事高　 （第２表）

（単位：億円，％）

　完成工事高　 　前年度比　   構成比  

１，２４２，０３１　 ▲　０．７　 １００．０　

元請完成工事高 ７６７，３７３　 １．４　 ６１．８　

下請完成工事高 ４７４，６５８　 ▲　３．９　 ３８．２　

　
図－１　完成工事高，元請完成工事高，下請完成工事高の前年度比推移　　

　建設工事完成工事高，元請完成工事高，下請完成工事高は以下のとおりとなり，完成

工事高に対する元請比率（元請完成工事高／完成工事高）は，６１．８％となった。

合　　　   　　計

知事許可業者 計　

　令和２年度に建設工事の実績があった業者数は，３２９，５３２業者で，前年度比

３．７％の減少となり，大臣・知事許可別，経営組織別にみると，以下のとおりとなっ

た。

総　　　   　　数

大臣許可業者 計　
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（２）元請完成工事高　（発注者別，工事種類別，業種別）

①　発注者別　 （第３表）
（単位：億円，％）

　元請完成工事高　 前年度比  構成比 

７６７，３７３　 １．４　 １００．０　

民間発注工事 ５５０，７６３　 １．３　 ７１．８　

公共発注工事 ２１６，６１１　 １．８　 ２８．１　

　　　　　　　　　　　

なった。

　元請完成工事高を発注者別，工事種類別，業種別にみると，以下のとおりと

図－３　元請完成工事高（民間発注工事，公共発注工事）の前年度比　　

合　　　   　　計

図－２　元請完成工事高（民間発注工事，公共発注工事）の推移　　

57.6 54.4 55.1

21.1
21.3 21.7

0

10

20

30

40

50

60

70

80

元 ２ ３

（年度）

元請完工高（公共）

元請完工高（民間）

（単位：兆円）

-6

-5

-4

-3

-2

-1

0

1

2

3

２ ３
（年度）

総 数

民 間

公 共

（単位：％）



②　工事種類別　 （第３表）
（単位：億円，％）

　元請完成工事高　 前年度比 構成比

７６７，３７３　 １．４　 １００．０　

土　木　工　事 ２０１，５３９　 ０．６　 ２６．３　

建　築　工　事 ４７３，３８５　 ２．０　 ６１．７　

機械装置等工事 ９２，４４９　 ０．６　 １２．０　

③　業種別　 （第２表）
（単位：億円，％）

　元請完成工事高　 前年度比 構成比 元請比率

７６７，３７３　 １．４　 １００．０　 ６１．８　

総 合 工 事 業 ５５１，１７３　 ０．３　 ７１．８　 ７５．８　

職 別 工 事 業 ４７，２５８　 １０．８　 ６．２　 ２３．７　

設 備 工 事 業 １６８，９４２　 ２．６　 ２２．０　 ５３．４　

④　新設，維持・修繕工事別（発注者別）　（第６表）
（単位：億円，％）

　元請完成工事高　 前年度比

　 ７６７，３７３　 １．４　 １００．０　 －

　新  設  工  事 ５３１，５５０　 ０．６　 ６９．３　 －

　維持・修繕工事 ２３５，８２３　 ３．２　 ３０．７　 －

５５０，７６３　 １．３　 ７１．８　 １００．０　

　新  設  工  事 ３８８，２７３　 ０．３　 ５０．６　 ７０．５　

　維持・修繕工事 １６２，４８９　 ３．７　 ２１．２　 ２９．５　

２１６，６１１　 １．８　 ２８．２　 １００．０　

　新  設  工  事 １４３，２７７　 １．６　 １８．７　 ６６．１　

　維持・修繕工事 ７３，３３４　 ２．４　 ９．６　 ３３．９　

合　　　   　　計

図－４　元請完成工事高構成比（新設工事，維持・修繕工事）の推移　　
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３．受注高 （第７表）

（単位：億円，％）

受　注　高 前年度比

１，２６７，７８２　 １．３　

４．就業者数　 （第８表）

（単位：千人，％）

就 業 者 数 前年度比  構成比 

４，３３６　 ▲　０．２　 １００．０　

総 合 工 事 業 ２，０６３　 ▲　０．４　 ４７．６　

職 別 工 事 業 ９９２　 ▲　１．６　 ２２．９　

設 備 工 事 業 １，２８１　 １．０　 ２９．６　

５．純付加価値額 （第１０表の１）

（単位：億円，％）

　 純 付 加 価 値 額 前年度比  構成比 

２８２，７５７　 ▲　０．１　 １００．０　

総 合 工 事 業 １４４，５８１　 ▲　０．３　 ５１．１　

職 別 工 事 業 ５１，０８７　 ▲　１．６　 １８．１　

設 備 工 事 業 ８７，０８９　 １．２　 ３０．８　

６．完成工事原価 （第１０表の２）

（単位：億円，％）

　 完 成 工 事 原 価 前年度比  構成比 

１，００７，１８７　 ０．１　 １００．０　

総 合 工 事 業 ６００，８０５　 ０．４　 ５９．７　

職 別 工 事 業 １５６，７９７　 ▲　３．５　 １５．６　

設 備 工 事 業 ２４９，５８５　 １．８　 ２４．８　

合　　　   　　計

合　　　   　　計

  受　注　高　計

　受注高は以下のとおりとなった。

　建設業の就業者数を業種別にみると，以下のとおりとなった。

　建設業の純付加価値額を業種別にみると，以下のとおりとなった。

合　　　   　　計

　建設業の完成工事原価を業種別にみると，以下のとおりとなった。



７．業者所在都道府県別，施工都道府県別－元請完成工事高　

（１）業者所在都道府県別 （第１２表）
（単位：億円，％）

都道府県名 元請完成工事高 前年度比  構成比 

① →  東 京 都 ２６７，７９５　 ５．５　 ３４．９　

② →  大 阪 府 ９１，２１０　 ▲　４．０　 １１．９　

③ →  愛 知 県 ３２，８３３　 ▲　４．５　 ４．３　

④ →  神奈川県 ３１，８３７　 １３．８　 ４．１　

⑤ →  北 海 道 ２５，０３４　 ▲　７．４　 ３．３　

⑥ →  福 岡 県 ２２，１１７　 １．６　 ２．９　

⑦ →  埼 玉 県 １９，３６９　 ０．０　 ２．５　

⑧ →  兵 庫 県 １７，４８４　 ５．１　 ２．３　

⑨ ↑  千 葉 県 １４，７９８　 ７．４　 １．９　

⑩ ↓  静 岡 県 １３，３６３　 ▲　７．０　 １．７　

（２）施工都道府県別 （第１３表）
（単位：億円，％）

都道府県名 元請完成工事高 前年度比  構成比 

① →  東 京 都 １１８，０２２　 ２３．３　 １５．４　

② →  大 阪 府 ６２，８１５　 ６．７　 ８．２　

③ ↑  神奈川県 ４５，７２９　 ８．７　 ６．０　

④ ↓  愛 知 県 ４０，８６５　 ▲　７．０　 ５．３　

⑤ →  北 海 道 ３２，４１１　 ▲　６．５　 ４．２　

⑥ →  千 葉 県 ３２，３７７　 ２．８　 ４．２　

⑦ →  埼 玉 県 ２８，６７８　 ▲　４．７　 ３．７　

⑧ →  福 岡 県 ２７，５１８　 ２．９　 ３．６　

⑨ →  兵 庫 県 ２６，３４１　 ２．４　 ３．４　

⑩ →  静 岡 県 １９，９９７　 ▲　７．９　 ２．６　

注１）

注２）

注３）

　元請完成工事高を業者所在都道府県別，施工都道府県別にみると，上位１０都道府県は

業 者 所 在 都 道 府 県 別

以下のとおりとなった。

順位

順位

を参照）。

　構成比は全国計を１００とした場合の比率である。

　施工都道府県別集計では，資本金２千万円未満の知事許可業者については，主たる営業所

の所在する都道府県にて施工したものとしている（詳細については，「Ⅲ．用語の定義等」

　矢印は，前年度からの順位の変動を表す。

施 工 都 道 府 県 別



Ⅰ－２．建設業専業について

１．業者数　 （第５表）

を経営組織別にみると，以下のとおりとなった。
（単位：数，％）

業　者　数 前年度比

２６３，９７３　 ▲　５．１　 １００．０　 －

３１，８８５　 ▲１２．８　 １２．１　 －

２３２，０８８　 ▲　３．９　 ８７．９　 １００．０　

　1千万未満 １２７，３６５　 ▲　４．６　 ４８．２　 ５４．９　

　1千万～１億未満 １０３，４０６　 ▲　３．１　 ３９．２　 ４４．６　

　1億以上 １，３１７　 ３．１　 ０．５　 ０．６　

２．完成工事高，元請完成工事高 （第５表）

なった。

（１）完成工事高
（単位：億円，％）

完 成 工 事 高 前年度比

９５３，２２７　 ▲　１．３　 １００．０　 －

１０，１０２　 ▲２１．８　 １．１　 －

９４３，１２４　 ▲　１．１　 ９８．９　 １００．０　

　1千万未満 １２７，３５１　 ▲　７．１　 １３．４　 １３．５　

　1千万～１億未満 ４７５，７５９　 ▲　１．０　 ４９．９　 ５０．４　

　1億以上 ３４０，０１４　 １．４　 ３５．７　 ３６．１　

（２）元請完成工事高
　 （単位：億円，％）

元請完成工事高 前年度比

５７５，２２４　 １．１　 １００．０　 －

５，３３６　 ▲２０．１　 ０．９　 －

５６９，８８８　 １．３　 ９９．１　 １００．０　

　1千万未満 ３９，９９６　 ▲　１．７　 ７．０　 ７．０　

　1千万～１億未満 ２５６，７７０　 １．８　 ４４．６　 ４５．１　

　1億以上 ２７３，１２２　 １．３　 ４７．５　 ４７．９　

　建設業専業（総売上高のうち建設工事完成工事高が８０％以上を占める業者）の業者数

　建設業専業の完成工事高，元請完成工事高を経営組織別にみると，以下のとおりと

 構　成　比 

　 専　業　合　計

※　法人については，内数で資本金階層の別を表している（以降，6.完成工事原価まで同様）。

　個　　人

 構　成　比 

 構　成　比 

　 専　業　合　計

　法　　人

　法　　人

　個　　人

　法　　人

　個　　人

　 専　業　合　計



            図－５　資本金階層別，業者数等の割合（建設業専業）　　
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５０億以上

１０億～５０億未満

１億～１０億未満

５千万～１億未満
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２百万～５百万未満

２百万未満

個人

※四捨五入により，完成工事高と，元請完成工事高・下請完成工事高の計が一致しない。



３．受注高 （第７表）

（単位：億円，％）

受　注　高 前年度比

９５８，９１９　 ▲　０．４　 １００．０　 －

９，６１６　 ▲２３．２　 １．０　 －

９４９，３０３　 ▲　０．１　 ９９．０　 １００．０　

　1千万未満 １２４，４９９　 ▲　６．１　 １３．０　 １３．１　

　1千万～１億未満 ４７２，２４１　 ▲　０．８　 ４９．２　 ４９．７　

　1億以上 ３５２，５６３　 ３．２　 ３６．８　 ３７．１　

４．就業者数　 （第９表）

　建設業専業の就業者数を経営組織別にみると，以下のとおりとなった。
（単位：千人，％）

就 業 者 数 前年度比

３，１１２　 ▲　１．５　 １００．０　 －

８０　 ▲２１．９　 ２．６　 －

３，０３２　 ▲　０．８　 ９７．４　 １００．０　

　1千万未満 ８３９　 ▲　３．５　 ２７．０　 ２７．７　

　 　1千万～１億未満 １，６６３　 ▲　０．９　 ５３．４　 ５４．９　

　1億以上 ５２９　 ３．９　 １７．０　 １７．５　

 構　成　比 

　個　　人

　法　　人

　個　　人

　建設業専業の受注高を経営組織別にみると，以下のとおりとなった。

　法　　人

 構　成　比 

　 専　業　合　計

　 専　業　合　計



５．純付加価値額　 （第１１表の１）

（単位：億円，％）

純付加価値額 前年度比

２０５，９０６　 ▲　０．８　 １００．０　 －

２，６６２　 ▲２１．２　 １．３　 －

２０３，２４４　 ▲　０．４　 ９８．７　 １００．０　

　1千万未満 ３６，０７８　 ▲　１．２　 １７．５　 １７．８　

　1千万～１億未満 １０５，２１４　 ０．１　 ５１．１　 ５１．８　

　1億以上 ６１，９５３　 ▲　０．９　 ３０．１　 ３０．５　

６．完成工事原価　 （第１１表の２）

（単位：億円，％）

完成工事原価 前年度比

７８５，９８９　 ▲　０．７　 １００．０　 －

８，０９４　 ▲２２．６　 １．０　 －

７７７，８９５　 ▲　０．４　 ９９．０　 １００．０　

　1千万未満 １０２，２０９　 ▲　８．０　 １３．０　 １３．１　

　1千万～１億未満 ３９０，０６９　 ▲　０．９　 ４９．６　 ５０．１　

　1億以上 ２８５，６１７　 ３．３　 ３６．３　 ３６．７　

　建設業専業の完成工事原価を経営組織別にみると，以下のとおりとなった。

 構　成　比 

　 専　業　合　計

　個　　人

　法　　人

　個　　人

　法　　人

　建設業専業の純付加価値額を経営組織別にみると，以下のとおりとなった。

　 専　業　合　計

 構　成　比 


